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第1章 はじめに 

義務教育段階の特別支援教育の対象となる児童生徒の実態につ

いて、義務教育段階の全児童生徒数は減少傾向にある一方で、特別

支援教育の対象となる児童生徒数は増加傾向にある。その内、小・

中学校の通常の学級に在籍し、ほとんどの授業を通常の学級で受け

ている発達障害のある児童生徒は増加している(文部科学省,平成

25年,障害のある児童生徒の教材の充実に関する検討会調べ)。さら

に、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場（通級指導教室）

で受ける指導形態、すなわち「通級による指導」を受けている児童

生徒も増加している。また、発達障害の可能性のある児童生徒は全

体の6.5％の在籍率である(文部科学省,平成25年,障害のある児童

生徒の教材の充実に関する検討会調べ)。このように、現在の教育

現場において発達障害を有する生徒が年々増加していることが分

かる。 

 

1-1目的 

本研究は「健常者、発達障害の程度が異なる児童生徒を1つの

教室で教育する上で、各々に適切な支援を提供することが可能であ

るのかを検討すること」を第1の目的としている。また「発達障

害のある児童生徒が集団の中で教育を受けることの必要性を明ら

かにし、これらの児童生徒を含めた教育現場の在り方を検討するこ

と」を第2の目的としている。  

 

1-2 背景 

 現在、学校教育法において、障害のある幼児児童生徒の自立や社

会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、「特別

支援教育」が位置づけられている(文部科学省,2007)。ここでは、

幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、、生活や学習上困

難な問題を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行

うことを定めている。また、発達障害者支援法では発達障害者の心

理機能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障害

の症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが特に重要

であることに鑑み、発達障害を早期に発見し、支援を行うことに関

する国及び地方公共団体の責務を明らかにする(発達障害者支援

法,2004)。さらに学校教育における発達障害者への支援等について

定めることにより、発達障害者の自立及び社会参加に資する要素の

生活全般にわたる支援を図り、もってその福祉の増進に寄与すると

されている(発達障害者支援法,2004)。また、小学校学習指導要領

解説総則編(平成20年)において、通常の学級にも学習障害（LD）、

注意欠陥・多動性障害（ADHD）、自閉症などの障害のある児童が

在籍していることがあるため、これらの児童については、障害の状

態等に即した適切な指導を行われなければならないことが示され

た。さらに、中学校学習指導要領解説総則編(平成20年)及び高等

学校学習指導要領解説総則編(平成21年)にも同様のことが示され

ている。これらのことから、近年の教育行政ではすべての学校にお

いて障害のある児童生徒の支援のさらなる充実を図っていること

が理解できる。 

 また上記の法制度の充実に伴い、学校における特別支援教育の支

援体制の整備状況は全体として体制整備が進んでいる（図1参照）。

 

(図1)※出典：文部科学省 2017年度特別支援教育資料 
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 しかし、筆者が教職課程の一環として実際の教育現場（特別支援

学校【知的障害】および公立中学校）に実習で赴いた際に、上述の

特別支援教育について特別支援学校では当然重視されていたもの

の、公立中学校では支援の困難さが伺えた。また、特別支援教育の

対象となる児童生徒と接することで、1人1人が抱える日常生活、

学習面、行動面などにおいて、困難の程度が様々であることが理解

できた。すなわち個々人が抱える問題は多様で複雑なものであった

と言える。 

 以上から、実際の教育現場での発達障害者に対する支援体制の現

状を明らかにし、発達障害のある児童生徒1人1人のつまずきに

気づき、個々に合わせた対策を立てることが重要ではないかと考え

られる。 

 

第 2章 個別の支援指導の必要性 

 第1章で述べたとおり通常の学級に在籍する発達障害の有する

子どもたちに対して、適切な教育を行うことが改正学校教育法に定

められている。認知特性や注意力散漫によって学校生活が困難なも

のとなり、また行動面で困難がある発達障害のある児童生徒が、学

習面、行動面、人間関係でのつまずきをなかなか克服できないこと

が多く、したがってこれらの児童生徒の教育支援は、現在、注目す

べき大きな課題である。すべての学校で適切な指導・支援が行われ、

児童生徒に必要な力をつけ、持っている力を十分に伸ばすことが求

められている(渋谷 2009)。 

 

2-1 先行研究 

 以上のことを踏まえ本章では、児童生徒対する「個別の支援」に

焦点をあてる先行研究を整理する。 

 竹野・門西(2011)では、ある教室での一斉授業に注目している。

このケースでは指導者が今から取り組む活動について児童に詳細

に説明を行う。そして、学習活動を始めるよう児童に指示をする。

しかし説明した活動内容についてすぐに聞き返す児童がいる。また、

指示は聞いたものの、どのように行うのか理解できない児童がいる。

更には、指示の内容は理解したが、学習活動を始めようとする時に

は忘れてしまう児童もいる。これらの結果、児童は活動への取り掛

かりに遅れてしまうため、学習活動に対して取り掛かる前に意欲を

なくしてしまうと考えられる。 

一方、指導者は、児童が指示に対して適切な行動を始めた時点で、

ようやく「Ａ児は指示を聞いていた。」と判断するため、指示のと

おり行動できない児童に対して、そのつまずき方に気付きにくい状

況がある。児童の「聞く」については、個々によってつまずき方が

異なっていると考えられる。このように同じ「聞く」ができていな

い生徒の中でも、つまずき方は1人1人違うことが分かる。また、

同じADHDと判断された生徒でも注意を適切に配分できない生徒、

注意が他のものに散りやすい生徒、注意の集中が長続きしない生徒

など、異なった特性がある(渥美2005)。 

これらの児童生徒の個々の実態を的確に把握することにより授

業の中でのつまずきに気付き、これに至る認知上の特性に応じた支

援を実施することができれば、児童生徒が主体的に学習活動に取り

掛かりやすくなることが分かっている(竹野・門西2011)。また渋

谷(2009)では個別の指導計画の作成率に着目し、個別の指導計画の

内容の不十分さを検討したうえで、「作成しやすく、子どもの実態

に素早く対応し、子どもの指導・支援に活きる個別の指導計画」を

作成している。性急に児童生徒の学力がついたのかどうかというこ

とは判断できなかったものの、これまで理解できなかったことが個

別の支援を繰り返し行うことで理解できるようになった、あるいは、

自分の力で考えることができたなどの成果も報告されている。 

 

2-2 研究課題 

先行研究でも述べられているように、発達障害のある児童生徒1

人1人のつまずきに気付き、素早く対応し、児童生徒の特性に合

わせた指導・支援をすることで、児童生徒が抱える学校生活の困難

性は改善傾向にある。しかし、発達障害のある生徒数の増加、教師

の業務量(翌日の授業準備ほか、国や県などに提出する報告書、保

護者に向けたプリントの作成、生徒間のトラブルに対処等)の増加

など教育現場の現状の厳しさを考えると上記の先行研究のような

対応には限界があるかもしれない(2018,新潟新聞)。 

これらの状況を踏まえ、本研究では、公立中学校に勤務している

特別支援員を対象に、発達障害のある生徒１人１人の認知上の特性

に応じた支援はどこまで行き届いているかを明確にし、指導上の課

題を見出す。さらに、分析した内容に基づいて、児童生徒がそれぞ



れ適切な指導が受けられる方策を検討する。 

 

第3章 研究課題の検証方法 

・研究対象者：  

 公立中学校に勤務する特別支援員 2名。 

・調査時期：2019年1月。 

・データ収集方法：インタビュー調査。 

 

第 4章 研究課題の検証結果 

1月23日、20～30分のインタビューを行った。公立中学校に在籍

する特別支援員に発達障害のある生徒を対象とした特別支援教育

の実態について聞くとともに、特に、「特別な支援を必要としてい

ない生徒の中で、発達障害の可能性がある生徒の支援」に関する質

問を行った。 

以下の節では、上記インタビュー結果について、質問項目別に分

類してこれを示す。なお、文中の下線は、筆者によって重要な事項

と判断して付したものである。 

 

4-1 発達障害のある生徒に対する見方・支援方法 

・障害の種別や診断名に合わせた支援ではなく、1人の人間、1人

の生徒として捉え、場面や状況を見極めて、支援または指導を行っ

ている。 

・多くの教職員が、その生徒について情報交換を確実にし、その共

通理解のもと支援し、多くの目で見守っていく。 

・「どういう障害か」ではなく「どんな子か」というその子を知る

ことが個々に合わせた支援を可能にすると感じる。生徒との関係づ

くりを重要視している。 

・支援を要する生徒でも、支援をしながら見ていくと1年時から2

年時と落ち着くようになっている。 

・通常学級の生徒には、支援を必要とする子の特別扱いはしないよ

うにしている。学校生活の中でトラブルも含め色んな関わりを通し

て「どんな仲間なのか」を理解してもらうことが、最も重要であり、

通常学級で生活していく上で必要であると考え、これを指導方針の

一つとしている。 

・家庭、保護者への支援的な関わりを重視している。保護者が困っ

たり心配していることが多いため、話を聞いたり、子どもの成長の

ための支援について、一緒に考えたり、報告、連絡、相談を密に行

っている。 

 

4-2 学校全体、学級での教育支援の課題 

・人権教育 

全校生徒、各学級での授業を用いた人権教育はしているものの、生

徒同士の理解のためにはより人権教育に力をいれなければならな

いと考える。 

・生徒の将来を見据えた支援 

「介護」ではなく「支援」なので常に生徒の将来を見据えた支援が

必要だが手助けすることが多い。子どもは成長するもので、出来な

かったことが出来るようになるもの。「助ける」ではなく「見守る」

という支援の仕方が出来るように支援がしたい。 

・通常学級における生徒同士の関わり 

支援を要する生徒、そうでない生徒との関わり方について目が届

いていない。教師がしっかり見ていく必要がある。 

・通常学級 

基本的に支援を要する生徒は何事も自分のペースでやることが

できないので、置いて行かれる場面が多い。 

・生徒数と教員数 

 教員数は足りていない。これは発達障害の生徒数が増加している

ことも理由の一つにある。 

 

5章 考察 

5-1 発達障害のある生徒に対する個別支援の現状 

 上記インタビュー結果から、実際の教育現場では発達障害のある

生徒への学校及び教職員の対応は第１に生徒との関係づくりの中

で生徒1人1人を理解し、現状を十分に理解し、これに基づいて

個に応じた支援を行っていることが理解できた。ここで個々に応じ

た支援をすることで生徒の集中力などが確実に改善されている。こ

れは先行研究の結果と整合している。また発達障害のある生徒の家

庭とも密に連絡をとり保護者と連携した支援体制を構築している。 

 課題としては、生徒同士の関係において、特別な支援を要する生

徒に対して見方や態度を変える生徒がいるという人権上の問題が



あること、また、教員数の不足と発達障害のある児童生徒の増加が

深刻となる中で多様な教育支援が出来ていないこと等が挙げられ

る。 

 

5-2 発達障害の可能性のある生徒支援 

 第1章でも述べた通り、現在、発達障害(LD・ADHD・高機能

自閉症等)の可能性のある児童生徒は増加傾向にある。またインタ

ビュー調査の対象者の在籍する学校では、クラスの約3分の1の

生徒が発達障害の可能性があるが診断名が出ていない「グレーの生

徒」であった。ここでグレーの生徒とは発達障害の可能性があるも

のの、厳密に診断をしていない生徒で、特別支援対象ではないこと

を表す。診断をしない理由は、親が自分の子どもが発達障害だと認

めたくない場合がほとんどである。そして検査を受けない生徒は特

別な支援を受けることが出来ず、生徒自身がしんどい思いをしてし

まう。小学校から中学校、中学校から高等学校へ上がる際、申し送

り事項として書面で児童生徒の状態を伝えることはできるが、個別

に十分な対応を図ることは困難である。そして通常学級で特別な支

援を受けることに繋がる児童生徒は少なく、発達障害の可能性があ

るが通常学級で通常教育を受け続ける児童生徒がほとんどである

という現状が伺える。 

 

5-3 通常学級における生徒支援 

 これまで述べてきた内容やインタビュー調査の結果、すなわち、

「発達障害のある生徒が通常学級に在籍する中で自分のペースで

出来ない」という現状から、発達障害のある生徒が通常学級で教育

を受ける意義を再考する必要があるように思われる。川谷・深山

(2012)が通常学級に在籍する障害のある児童たちの実態として、通

常学級担任が感じている困難について質問した結果では「適切な学

習内容を十分提供できない」「必要な援助や介助が十分提供できな

い」「障害等のある児童の対応に追われて学級全体に十分な学習指

導ができない」「身体的・精神的負担が大きい」などの回答が上位

を占めている。また飯島(2005)は、障害のある児童生徒は適切な対

応や対策が取られなければ、自分を認めることができず二次障害に

陥り、引きこもりや不登校あるいは非行や暴力に走るなどの問題行

動を引き起こすことが多いと述べている。 

以上をまとめると、発達障害のある生徒を通常学級に在籍させる

ことは困難性を伴う。例えば、いじめやからかい、二次障害の発生

はもとより、障害のない生徒への配慮や支援の在り方についても考

える必要がある。 

しかし発達障害のある児童生徒を通常学級で教育することは

様々な面から重要である。発達障害のある児童生徒が通常学級で教

育を受ける意義について、先ほど述べたインタビュー調査にあった

ように、以下のような成果も報告されている。すなわち、通常学級

で教育を受けた発達障害のある生徒(2年生)は本人も友だちと一緒

に授業を受けたり部活をしたいという意思があり、1年生の時と比

べ暴れたりすることもなくなり、周りの生徒と共に落ち着いて授業

を受けることが出来るようになっている。また「インクルーシブ教

育」が構築される点も挙げられる。障害者の権利に関する条約第

24条によれば、「インクルーシブ教育」とは、人間の多様性の尊重

等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度ま

で発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとい

う目的の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、

障害のある者が一般教育制度から排除されないこと、自己の生活す

る地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要

な「合理的配慮」が提供される等が必要とされている(文部科学

省,2012)。これらを達成するためには、障害の有無に関わらず、同

じ教室で共に学んでいくことが大切である。さらに、障害のある児

童生徒と健常者が同じ教室で適切な支援を受けることで、互いの特

性等を理解し合い、助け合って共に伸びていこうとする姿勢に繋が

り、児童生徒1人1人の「人」としての理解に繋がるのではない

かと考えられる。 

 

6章 教育支援の提案 

本章では、前章までで考察した発達障害のある生徒に対する実際

の教育支援体制を踏まえ、現在の教育制度では限界があることに着

目した。しかし、第5章5-3から通常学級で健常者、発達障害の程

度の異なる生徒が共に生活することは、法的に一定程度規定される

ものであるが、生徒1人1人が成長するうえで、重要であること

が理解できる。   

以下の節では児童生徒全員が同じ教室、集団の中で「一緒にかつ



個別」に1人1人合った教育支援を受けられる方法を模索する。

現在、学校の教育支援体制として1人の児童生徒に対して1人の

教師・担任が対応するのではなく学年、学校で情報を共有し支援を

行っている。また教師以外にも、特別支援員、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカーなどの職員も学校に勤務し児童生

徒のカウンセリング、保護者との連携を図っているが、それでも発

達障害の児童生徒に時間がかかり学級全体の授業進度が他の学級

と比べて遅れることもある。さらにその児童生徒自身も困っている

ケースや、全体の進度を気にして発達障害の児童生徒の支援が疎か

になるなど、発達障害の可能性のある児童生徒の発見や支援が出来

ていないこともインタビュー調査の結果から明らかになっている。 

 

6-1 分かりやすい授業、学校環境へ 

(1)授業 

 現在、アクティブラーニングに力を入れている地域は拡大し筆者

が教育実習で訪れた公立中学校でも実際に導入されていた。問題や

指示、授業の流れを黒板に書き、今はどの部分に取り組むのかを矢

印をつける等の工夫をすることで可視化し、生徒が授業に安心して

取り組めるようになっている。また、授業の中で班活動を行うなど

の動きを取り入れることで、児童生徒の気分をリセットさせ、集中

度が増すことを期待した動作化を実践している。 

(2)環境作り 

 教室環境の整理や工夫をすることで、児童生徒が教師と黒板に集

中できるような環境作りに繋がる。またインタビュー調査の課題で

もあった、人権への配慮という点では「あの子は何か違う」と感じ

る、あるいは「あの子は出来ないことが多い」と生徒同士が感じる

場面があった。クラスの中が「いつもあの子だけできない」という

雰囲気があると、生徒は教室に窮屈さを感じてしまう。特別支援の

生徒だけでなく、教師、生徒同士が1人1人の良さを認識できる

時間をより設けるなど、学級作りに時間をとることが出来たら生徒

同士でも支え合える環境になるのではないだろうか。 

 ユニバーサルデザインを取り入れた学校として、上記で述べたよ

うな取り組みを行なっている学校、行なっていない学校、一部取り

組んでいる学校のように現在学校での取り組みは統一されていな

い。筆者の周りでも教育実習に行った学校によってその学校の方針

が異なっていた。このばらつきを統一することで教師の負担は大幅

に軽減するのではないかと考えられる。 

  

6-2 様々な視点からのサポートを強化 

 学校現場では教師不足という現状があり、1人1人の教師の業務

量は増え続けていく一方である。これを改善するためには児童生徒

の支援ができるサポートの数を増やすことが必要であると考えら

れる。教職員数を増やすことはもちろん、専門的な知識を持つ人(例

えば、小児神経専門医、臨床心理士等)のように、今、実際に学校

で生きづらさを感じている児童生徒の視点に立ち支援ができる人

を教育現場に参加させ、学校をより風通しの良い場所にしていくべ

きではないだろうか。 

 

第 7章 結論と今後の課題 

本研究では、現在一つの教室に様々な個性、困難を抱えている生

徒が混在する中で、各々に適した教育ができるのかという問題意識

に基づいて分析を行った。先行研究のレビュー結果やインタビュー

調査の結果から分かるように、現在も学校制度、教育研究、教職員

の指導法の改善、その他機関の介入などにより発達障害のある生徒

が通常学級で教育を受けられるような取組み、改善がなされている

ものの、一方で１人１人にきめ細やかに対応することについては、

困難性が見受けられた。 

発達障害のある児童生徒が在籍する通常学級で全員に適切な教

育支援を受けさせることを実現するためには、児童生徒が学校生活

を送る中でのつまずきや困難をある程度予測し、前もってこれらを

軽減するための対策を全国で共有し、ユニバーサルデザインの思考

に基づいて設計された学校を推進する必要がある。しかし現状その

方針は各校で異なったものが設定されている。それによりある学校

で行っている効果的な支援方法が全体に共有されず、また効果的で

はないことが実証された支援方法をも共有されることがない。すな

わち、非効率な運用が改善されない可能性がある。今後は、全国規

模で各校の現状を把握し、共有概念を形成するために、現場から多

くのデータを収集し、これを分析する必要がある。これらの分析結

果に基づいた指導により、児童生徒のつまずきや困難の減少はもち

ろん、教師の負担も軽減される。また、教育現場での現状を教育機



関に関わる人や教師と生徒間のみの問題と考えるのではなく、小児

神経専門医、臨床心理士等、実際に学校で生きづらさを感じている

児童生徒の視点に立ち支援ができる専門家など多様な職種の人が

参加を促す必要がある。 

一方で、今回の研究では検討されていないが、教育現場の教育予

算の削減は近年深刻な問題であり、教育予算の世界ランキング

(GDPに対する公財政教育支出の割合)では経済協力機構

(OECD)34カ国中わが国はワーストとなっている(2017,新聞赤旗)。

しかしこのような現状とは無関係に、教育の内容はより高い質が要

求される。授業だけで手いっぱいの現状がある中、学力テスト、調

査報告や授業数の増加、情報機器を使用した ICT教育などへの対

応で、授業準備の時間が取れないといった声が現場の教員から挙が

っている(2017,新聞赤旗)。この事実は、日本の将来を担う子ども

すべてに教育の機会が均等に与えられないこと、教育の質に差が出

るという重要な問題に繋がるものであり、したがって喫緊に解決す

べき課題として認識する必要がある。少子化の問題が叫ばれる現在、

日本の将来を担う子供たちへの教育投資は国家的課題として国民

全体で議論すべきである。 
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